
 
 
                           12ヵ月－ Ａ に含まれる月数（3ヵ月） 

：         ＝ Ａ の当期減価償却実施額＋ Ｂ の当期減価償却実施額 ×   
Ｂ に含まれる月数（12ヵ月） 

 

 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 

＜3月期決算を 6月期決算に変更した場合＞ 
        
 

 
 

 
 
 
 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 発行：株式会社ワイズ 
 TEL.0269-65-4710 FAX.0269-65-4745 
 [URL] http://www.wise.co.jp/ 

「WISE FAXNET」は経審対策／書類作成システム「Wisdom（ウィズダム）」ユーザー様に経審に関する最新情報、経審対策のワンポイントを紹介、月一回の発行となりま

す。内容に関するお問い合わせ、バックナンバーの請求（99 年 2 月号～）は弊社までご連絡下さい。弊社ホームページよりバックナンバーのダウンロードできます（12 月

号は 12 月 28 日より可能）。ログインＩＤは「1921」です。入力後、［ログイン］ボタンをクリックして下さい。 → ワイズホームページ http://www.wise.co.jp/ 

送信枚数 １枚 

Wise Corporation

 

 

貴社名 

ご担当者様 ご役職・部署名 

TEL FAX 

今後メールでの送信をご希望される方は右にアドレスをご記入ください。→e-mail 

＜こんな時どうする 決算期変更＞ 
 

資料・デモをご希望の方は、下記にご連絡先をご記入下さい。ユーザー様で前回登録時と変更のない場合には、貴社名と担当者名、TEL のみをご記入下さい。 

□Wisdom 資料送付希望（無償） 

□Wisdom２００４デモ版送付希望（無償） 

□送信先宛名変更（下欄に変更後の宛名をご記入ください）

□今後「Wise FAXNET」送信不要 

□今後「Wise FAXNET」メール送信に変更希望 

弊社子会社の経営状況分析機関「ワイズ公共データシステム株式会社」も本年 8月に開業してからお陰様で多くの皆様のご支持
を頂いて順調に営業できております。 
さてこの度、国土交通省から審査における留意事項が通知されましたようで、ワイズ公共データシステム株式会社に経営状況分

析を申請される方には「≪緊急≫重要なお知らせ」が送付されているかと思います。その中で従来、決算期を変更した場合におい

ても換算は社内システムを利用して自動計算しておりましたが、今後は、お客様において 12 ヵ月に換算した財務諸表を提出して
いただき、経営状況分析機関においては換算計算をしないことになりました。そこで、今回は換算の仕方や申請書への記載方法を

まとめてみました。決算期を変更したため決算期間が 12ヵ月未満の場合には、12ヵ月の営業年度になるように前年度の数値を組
み込んで、12ヵ月分の数値に換算して算出します。          換算する数値 

Ｘ1 ※売上高の額、営業利益の額 
Ｘ2 経常利益の額 
Ｘ3 売上高の額、当期純利益の額、減価償却実施額、法人税等調整額 
Ｘ4,Ｘ5,Ｘ6,Ｘ8 売上高の額 
Ｘ9 売上高の額、支払利息の額、受取利息配当金の額 
Ｘ12 売上高の額、材料費の額、外注費の額、労務外注費の額、 

兼業事業における材料費の額、外注加工費の額、当期商品仕入高の額 
 

 

 ③12ヶ月換算後の金額を記入 

※ワイズ公共データシステム株式会社提供の無償システムでは、12ヵ月に換算した財務諸表を自動作成できます。 
また、従来通り「換算報告書」の提出は不要です。（「換算財務諸表」の提出は必要となりますのでお間違いなく！） 
（「ワイズ公共データシステム株式会社」について詳しくはこちらをご覧ください→http://www.wise-pds.jp/） 
 

02 

商業登記法（昭和38年法律第125号）の規定に基づく組織変更の登記

後最初の営業年度その他12か月に満たない期間で終了した営業年度

について申請する場合 

（例１）有限会社から株式会社への組織変更に伴い平成 15 年 10 月  

1日に当該組織変更の登記を行った場合で平成16年3月31日に終了

した営業年度について申請するとき 

  自平成 15 年 4 月 1 日～至平成 16 年 3 月 31 日 

（例 2）申請に係る営業年度の直前の営業年度が平成 15 年 3 月 31 日

に終了した場合で営業年度の変更により平成 15 年 12 月 31 日に終了

した営業年度について申請するとき 

  自平成 15 年 1 月 1 日～至平成 15 年 12 月 31 日  

【年末年始休業についてお知らせ】 
12/29（水）～1/5（水）までお休みとさせて頂きます。 
メール・FAXでの問い合わせは随時受け付けております。 

E-mail：info@wise.co.jp 
FAX ：0269-65-4745 

＜経営状況分析申請書の記載例＞ 

｛
B A 

 

今年 1年のご愛

読ありがとうご

ざいました！ 

②処理の区分「02」の記入 

①審査基準日の 1年前の日の翌日等を記入 

ＷＩＳＥＮＥＴ編集部  
松  村    清（税理士） 

（12ヵ月） （3ヵ月） 

600+2,850×    = 2,737.5 ･･･ 
 

実際の計算式に沿って計算してみましょう。 

上記③のように記入します。 
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例）Aの当期減価償却実施額＝600千円、Bの当期減価償却実施額＝2,850千円の場合 

4/1 3/31 6/30 

決算月 決算月 

（千円） （千円） （千円） 

計算式 
（例）  

当期減価償却実施額 
（計算式は全て共通です） 

※売上高の額：完成工事高、兼業事業売上高に分かれる。それぞれの科目で換算計算。 

※当期減価償却実施額についてのみ千円未満の端数は切捨て！ 


